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１【新規上場申請のための四半期報告書の訂正報告書の提出理由】 

 当社は、2020年２月３日付「当社における不適切な取引の判明に関するお知らせ」に記載のとおり、当社の取引先で

ある株式会社アーネスト（大阪府大阪市、以下「アーネスト」という。）の破産により、142百万円の債権（保全額等

控除前）が取り立て不能となる可能性が生じたことに加え、当社とアーネストとの取引の一部において架空循環取引の

疑義が生じたことから、当該取立不能債権額の発生原因等の調査のため日本弁護士連合会「企業等不祥事における第三

者委員会ガイドライン」に則った、当社と利害関係を有しない外部の専門家から構成される第三者委員会（以下、「第

三者委員会」という。）を設置し、当該事案について調査を進めて参りました。 

 その結果、2020年３月13日付「第三者委員会の調査報告書受領と業績に与える影響、再発防止策等について」にて公

表しましたとおり、当該第三者委員会から調査報告書を受領しました。 

 当社は当該第三者委員会の調査結果を踏まえ、架空取引に基づく資金循環に該当すると思われる取引について、売上

高、仕入高、貸倒引当金等の過年度訂正を行い、過年度の当社財務諸表（連結・非連結）を訂正しました。  

 

 当該決算訂正により、当社が平成30年２月14日に提出いたしました新規上場申請のための四半期報告書の一部を訂正

する必要が生じましたので、新規上場申請のための四半期報告書の訂正報告書を提出するものであります。 

なお、訂正後の連結財務諸表及び財務諸表並びに四半期連結財務諸表については、EY新日本有限責任監査法人により監

査並びに四半期レビューを受けており、その監査報告書並びに四半期レビュー報告書を添付しております。 

 
  



 ２【訂正事項】 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 ……………………………………………………………………………………20 

四半期レビュー報告書  

  

 

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿＿線を付して表示しております。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂正

後のみを記載しております。
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第一部 【企業情報】 
 

第１ 【企業の概況】 
 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
 

回次 
第32期 
第３四半期 
連結累計期間 

会計期間 
自  平成29年４月１日 
至  平成29年12月31日 

売上高 (千円) 9,799,193 

経常利益 (千円) 481,802 

親会社株主に帰属する四半期純利益 (千円) 318,977 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 347,825 

純資産額 (千円) 2,485,864 

総資産額 (千円) 9,236,342 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 134.82 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益金額 

(円) － 

自己資本比率 (％) 26.9 

  

回次 
第32期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成29年10月１日 
至  平成29年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 9.51 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．当社は、平成29年10月17日付で普通株式１株につき普通株式50株の割合で株式分割を行っております。当連 

  結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

４．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であ

り、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

５．第32期第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表については、株式会社東京

証券取引所の「有価証券上場規程」第204条第６項の規定に基づき、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。 

６．第31期は四半期連結財務諸表を作成していないため、経営指標等の推移は記載しておりません。 
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２ 【事業の内容】 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２ 【事業の状況】 
 

１ 【事業等のリスク】 

該当事項はありません。 

 

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善が続き、設備投資に持ち直しの動き

が見られるなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。その一方で可処分所得の伸び悩みや物価上昇懸念などから

消費に力強さはなく、また、国内外の政治経済動向の不透明感など、依然先行きは不透明な状況で推移いたしました。

当社グループの主力事業であるアミューズメント施設運営事業におきましては、「明るい、安全、三世代」をテーマ

として、お客様に対する接客サービスの体制強化に努めてまいりました。アミューズメント機器販売事業におきまし

ては、引き続き景品ゲーム機ジャンルの販売が好調に推移しております。 

このような状況の中、当社グループは、平成29年４月にスタートした３ヵ年の中期経営計画のもと今後ともグルー

プ一体運営におきまして、シナジー効果を発揮すべく業務プロセスや収益管理の改善に取り組んでおります。 

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は9,799,193千円となり、営業利益は508,782千円、経常利益

は481,802千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は318,977千円となりました。 

 

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

① アミューズメント施設運営事業 

当事業におきましては、平成28年６月の年少者立ち入り時間規制緩和を追い風とした販促活動を各店舗の顧客ニ

ーズに応じて行うとともに、各種イベントの開催、ＬＩＮＥを利用した販促活動並びにグループ店舗間の機器のロ

ーテーション等を積極的に推し進め、様々な活性化策による集客展開を行いました。特に、景品ゲーム機の売上増

加を営業施策の中心として取り組んできたことや、夏場の天候が悪く、屋内レジャー施設の来客数が伸びる傾向に

あったこと等により、景品ゲーム及びメダルゲームにおいて前年同期に比べ稼働が増加しました。 

以上の結果、アミューズメント施設運営事業における売上高は7,336,127千円、セグメント利益(営業利益)は

861,847千円となりました。 

② アミューズメント機器販売事業 

当事業におきましては、景品ゲーム機を中心に施設稼働の向上やユーザー層拡大の兆しが表れている中で、引き

続き得意先への与信状況を注視しながらの販売を行うとともに、新規取引先の獲得を積極的に進めてまいりました。

また、新規アミューズメント機器の販売に加え、中古アミューズメント機器やアミューズメント景品の販売にも注

力して販売力の強化を推進したこと等により、景品ゲーム機を中心とした新製品導入や定番人気機種の販売増加も

見られました。 

以上の結果、アミューズメント機器販売事業における売上高は2,371,724千円、セグメント利益(営業利益)は

103,366千円となりました。 

③ その他事業 

その他事業におきましては、各種媒体を利用した広告代理店業であり、既存の広告媒体が伸び悩みを見せる中、

セールスプロモーションとインターネット、モバイルとの連携も見られはじめている中で、課題解決提案による既

存取引先との関係強化を図るとともに、新規取引先の開拓を積極的に推進しました。 

以上の結果、その他事業における売上高は91,340千円、セグメント利益(営業利益)は8,987千円となりました。 
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(2)財政状態の分析 

(資産) 

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、9,236,342千円となりました。主な内訳は、現金及び預金の

2,133,233千円、アミューズメント機器の1,469,087千円、建物及び構築物の1,402,318千円、敷金及び保証金の

1,134,298千円であります。 

(負債) 

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、6,750,477千円となりました。主な内訳は、１年内返済予定

の長期借入金の1,361,841千円、長期借入金の2,718,451千円であります。 

(純資産) 

当第３四半期連結会計期間における純資産合計は、2,485,864千円となりました。主な内訳は、利益剰余金

2,076,189千円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 
 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 8,000,000 

計 8,000,000 

(注)平成29年９月29日開催の取締役会決議により、平成29年10月17日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可

能株式総数は7,840,000株増加し、8,000,000株となっております。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 

(平成29年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成30年２月14日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 2,466,000 2,466,000 非上場 単元株式数は100株であります。 

計 2,466,000 2,466,000 ― ― 

(注)平成29年９月29日開催の取締役会決議により、平成29年10月17日付で１株を50株に分割いたしました。これによ

り株式数は2,416,680株増加し、2,466,000株となっております。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 
  



6 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成29年10月17日 2,416,680 2,466,000 ― 291,270 ― 80,070 

(注)  株式分割（1：50）によるものであります。 

 

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   平成29年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式   

100,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

2,366,000 
23,660 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 2,466,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 23,660 ― 

 

 

② 【自己株式等】 

    平成29年12月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
㈱共和コーポレーション 

長野県長野市若里三丁目10
番28号 

100,000 ― 100,000 4.06 

計 ― 100,000 ― 100,000 4.06 
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２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】 
 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

 

２  監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２第

１項の規定に準じて、第３四半期連結会計期間(平成29年10月１日から平成29年12月31日まで)及び第３四半期連結累計

期間(平成29年４月１日から平成29年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人によ

る四半期レビューを受けております。 

また、当社は新規上場申請のための四半期報告書の訂正報告書を提出しておりますが、訂正後の四半期連結財務諸表

について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しております。 

  

３．最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７－６」の規定に準じて前年同四

半期との対比は行っておりません。 
  



10 

１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

資産の部  

  流動資産  

    現金及び預金 2,133,233 

    受取手形及び売掛金 ※１ 762,147 

  商品 7,766 

    貯蔵品 200,380 

    未収入金 11,819 

    繰延税金資産 30,513 

    その他 254,360 

    貸倒引当金 △160 

    流動資産合計 3,400,059 

  固定資産  

    有形固定資産  

   アミューズメント機器(純額) 1,469,087 

   建物及び構築物(純額) 1,402,318 

   工具、器具及び備品(純額) 141,704 

   土地 819,744 

   その他(純額) 45,222 

   建設仮勘定 5,508 

   有形固定資産合計 3,883,584 

    無形固定資産  

      その他 72,474 

      無形固定資産合計 72,474 

    投資その他の資産  

   投資有価証券 189,919 

   繰延税金資産 50,260 

   敷金及び保証金 1,134,298 

   その他 589,113 

   貸倒引当金 △83,368 

   投資その他の資産合計 1,880,223 

    固定資産合計 5,836,282 

  資産合計 9,236,342 
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 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

負債の部  

  流動負債  

    支払手形及び買掛金 ※１ 1,022,627 

    １年内返済予定の長期借入金 1,361,841 

  １年内償還予定の社債 200,000 

  未払金 648,915 

    未払法人税等 122,283 

  未払消費税等 69,589 

    賞与引当金 32,300 

  設備関係支払手形 ※１ 39,702 

    その他 61,563 

    流動負債合計 3,558,824 

  固定負債  

    社債 200,000 

    長期借入金 2,718,451 

    資産除去債務 223,786 

    その他 49,416 

    固定負債合計 3,191,653 

  負債合計 6,750,477 

純資産の部  

  株主資本  

    資本金 291,270 

    資本剰余金 80,070 

    利益剰余金 2,076,189 

    自己株式 △41,400 

    株主資本合計 2,406,129 

  その他の包括利益累計額  

    その他有価証券評価差額金 79,735 

    その他の包括利益累計額合計 79,735 

  純資産合計 2,485,864 

負債純資産合計 9,236,342 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年12月31日) 

  売上高 9,799,193 

  売上原価 5,357,995 

  売上総利益 4,441,197 

  販売費及び一般管理費 3,932,415 

  営業利益 508,782 

  営業外収益  

    受取利息 1,931 

    受取配当金 2,380 

    受取保険金 39,801 

    その他 17,494 

    営業外収益合計 61,607 

  営業外費用  

    支払利息 27,479 

   貸倒引当金繰入額 53,909 

    その他 7,198 

    営業外費用合計 88,587 

  経常利益 481,802 

  特別損失  

    固定資産除却損 926 

    特別損失合計 926 

  税金等調整前四半期純利益 480,875 

  法人税、住民税及び事業税 177,153 

  法人税等調整額 △15,255 

  法人税等合計 161,898 

  四半期純利益 318,977 

  非支配株主に帰属する四半期純利益 － 

  親会社株主に帰属する四半期純利益 318,977 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第３四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年12月31日) 

  四半期純利益 318,977 

  その他の包括利益  

    その他有価証券評価差額金 28,848 

    その他の包括利益合計 28,848 

  四半期包括利益 347,825 

    (内訳)  

    親会社株主に係る四半期包括利益 347,825 

    非支配株主に係る四半期包括利益 － 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。  

  なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

 

 
当第３四半期連結会計期間 

(平成29年12月31日) 

受取手形 17,400千円 

支払手形 34,778千円 

設備関係支払手形 1,370千円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

 

  
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年12月31日) 

減価償却費 847,306千円 
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(株主資本等関係) 

当第３四半期連結累計期間(自  平成29年４月１日 至  平成29年12月31日) 

１．配当金支払額 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成29年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 23,660 500 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの 

該当事項はありません。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当第３四半期連結累計期間(自  平成29年４月１日  至  平成29年12月31日) 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

    (単位：千円) 

 

報告セグメント 
その他 
(注１) 

合計 
調整額 
(注２) 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注３) 

アミューズ
メント施設
運営 

アミューズ
メント機器
販売 

計 

売上高        

  外部顧客への売上高 7,336,127 2,371,724 9,707,852 91,340 9,799,193 － 9,799,193 

  セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

－ － － － － － － 

計 7,336,127 2,371,724 9,707,852 91,340 9,799,193 － 9,799,193 

セグメント利益 861,847 103,366 965,214 8,987 974,202 △465,420 508,782 

 （注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業であり、広告代理店事業を含んでおります。 

    ２．調整額は、主に各報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

    ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 
当第３四半期連結累計期間 
(自  平成29年４月１日 
至  平成29年12月31日) 

１株当たり四半期純利益金額(円) 134.82 

(算定上の基礎)  

  親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 318,977 

  普通株主に帰属しない金額(千円) － 

  普通株式に係る親会社株主に帰属する 
 四半期純利益金額(千円) 

318,977 

  普通株式の期中平均株式数(株) 2,366,000 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
連結会計年度末から重要な変動があったものの概要 

－ 

（注）１.当社は、平成29年10月17日付で普通株式１株につき普通株式50株の割合で株式分割を行っております。当連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。 

 ２.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

 
  



19 

２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 
 

該当事項はありません。 
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